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目的・基本理念・国の責務等

目 的

1

• 国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規模災害に備え、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能の

継続性が確保された国土形成を図るための施策(国家社会機能継続性確保施策)を総合的・計画的に推進し、公共の福祉の確保

並びに国民生活の向上及び多極分散型経済圏の形成を通じた我が国経済の成長に資する

国家社会機能…我が国の政治、行政、司法及び経済に関する機能その他の国家及び社会の重要な機能

多極分散型経済圏の形成…人口・経済に関する機能が特定の圏域に過度に集中することなく国土全体にわたり適正に配置され、各圏域が有機的に連携しつつ特性を

生かして発展している国土の形成

基本理念

• 国土全体にわたる人口・国家社会機能の分散的配置

• 首都中枢機能の代替性の確保のために必要な機能の整備及び分散的配置

• 大規模災害時における地方公共団体及び民間事業者等が行う事業の継続への支援

• 大規模災害時における多重性及び代替性が確保された交通通信体系の整備（情報通信技術その他先端的な技術の活用を図る）

• 首都中枢機能の代替機能及び多極分散型経済圏の形成の中核機能を果たすよう副首都を整備

国の責務等

① 国の責務 施策の総合的・計画的な策定・実施、関係行政機関間の連携・協力

② 地方公共団体の責務 国との適切な役割分担を踏まえて国が実施する施策に協力

③ 民間事業者等の責務 基本理念に配意した事業活動の実施、施策への協力

④ 関係者相互の連携・協力 基本理念の実現を図るため施策の推進に関し連携・協力

（第１条関係）

（第３条関係）

（第４条～第７条関係）



首都中枢機能代替地域及び副首都の定義（機能・要件等）

大規模災害時に一定期間、

首都中枢機能（東京圏における国家社会機能のうち中枢的なもの）

の一部を代替する機能を担う地域

【１】 首都中枢機能代替地域

大規模災害時に一定期間、

首都中枢機能の全部又は大部分を代替する機能
を担うとともに、

多極分散型経済圏の形成の中核となる機能

をも担う道府県

【２】 副首都

【要件】

・ 次のいずれにも該当する地域を含むこと

 （議決を経た道府県の申出に基づき内閣総理大臣が指定）

①  東京圏との同時被災の可能性が低いこと（【１】と同様）

② 行政に係る首都中枢機能を代替する機能を十分発揮する

 ため、 国の行政機構の立地の状況について政令で定める要件を 

備えること

③ 人口及び経済の集積の状況について政令で定める要件を備えること

④  副首都が担う機能を十分発揮するために必要な

地方行政体制について政令で定める要件を備えること

【要件】

・ 東京圏との同時被災の可能性が低いものとして政令で定める

   要件に該当する地域
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• 法律では、「首都中枢機能代替地域」と「副首都」を定義

定義 （第２条・第１８条関係）



基本方針
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【副首都に関する基本的事項】

① 副首都が担うべき機能

② 副首都の区域に係る都市の基盤の整備その他の副首都の整備

③ 副首都がその機能を担うために必要な体制の整備の支援

④ 副首都を中核とした多極分散型経済圏の形成に関し必要な副首都における経済基盤の強化

基本方針

• 政府は、基本理念にのっとり、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ための基本方針を定めなければならない（法律の施行日から１年以内に定める）

• 国土強靭化基本計画等は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策に関しては、基本方針を基本とする

• 基本方針の実施に必要な場合、内閣総理大臣は、関係行政機関の長に対して必要な勧告をできる

【基本方針に掲げる事項】

➢ 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の意義及び目標、人口及び国家社会機能の分散的配置、首都中枢

機能代替地域に関する基本的事項、自治体・民間事業者等の業務継続支援、交通通信体系の整備、副首都に関する基本的事項、

副首都整備に関する基本的事項 等

（第９条～第１１条・附則第２条関係）



副首都整備方針
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【副首都整備方針に掲げる事項】

① 副首都の整備の目標

② 区域内における産業競争力の強化、経済活動の拠点の形成等を通じた我が国経済の成長

③ 区域に係る交通網の整備その他の副首都の区域に係る都市の基盤の整備

④ 区域内における国の機関等の拠点の整備その他の国の機関等の機能の強化

⑤ 区域を含む圏域を発展させるために必要な副首都と当該圏域内の他の地方公共団体との連携

⑥ ①～⑤のほか、副首都の整備に関し必要な事項

副首都整備方針

• 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部は、副首都ごとに、基本方針に即して、当該副首都の総合的かつ計画的な整

備に関する方針（「副首都整備方針」）を定めなければならない

• 副首都整備方針を作成しようとするときは、あらかじめ、副首都の長の意見を聴き、その意見を尊重しなければならない

• 作成にあたっては、関係地方公共団体の意見を聴くものとする

（第２０条関係）



副首都に対する基本的施策等    
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• 国（政府）は副首都の機能が十分に発揮されるよう、次の施策・措置を講じる

⚫ 副首都の整備に係る施策を実施するために必要な法制上、財政上又は税制上の措置 等

⚫ 首都中枢機能を代替する上で国の機関等に必要とされる機能の整備

⚫ 官民データの円滑な流通の確保を図るために必要な基盤の整備

⚫ 民間事業所等の移転等に係る投資を促進する税制上の措置その他の必要な施策

⚫ 首都中枢機能の代替のための国の機関等の拠点の整備

⚫ 交通施設の整備及び都市機能の増進に寄与するまちづくりの推進に必要な施策

⚫ 必要な規制緩和の推進

⚫ 民間投資を促進するために必要な税制上の措置

⚫ 民間の資金、経営能力及び技術的能力の積極的な活用等に必要な施策

※ 法律施行日から令和12年度末までの約５年間、関連施策を集中的に推進

基
本
的
施
策
等

副首都 （参考）首都中枢機能代替地域

（第８条・第１３条・第１９条・附則第３条関係）



国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部

推進本部
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• 内閣に、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部を置く

 本部長：内閣総理大臣 副本部長：内閣官房長官及び国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進担当大臣

 本部員：本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣

• 本部は、基本方針の案の作成、施策の実施の推進・総合的な検証・総合調整、副首都整備方針の作成等をつかさどる

• 基本方針の案を作成しようとするときは、必要に応じて、都道府県、市町村及び学識経験者の意見を聴くものとする

• 脆弱性評価その他の必要な評価の結果を考慮して、基本方針の案を作成しなければならない

附則

附 則

◇ 法律の施行 ： 公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

◇ 施策の推進 ： 政府は、施行日から令和13年３月31日までの間、施策を集中的に推進（「集中推進期間」）
（集中推進期間の終了後に実施状況の検証を行い、結果を国会に報告するとともに、引き続き講じる施策に十分に反映）

◇ 大都市地域における特別区の設置に関する法律の一部改正 ：

◇ 国会及び裁判所に係る首都中枢機能の代替性の確保の在り方 ：   国会及び裁判所においてそれぞれ検討し、基本方針に反映

① 特別区を設ける副首都の「都」への名称変更を可能とする

② 特別区設置・副首都指定の処分後に、道府県が議会の議決を経て申請を行い、内閣が国会の承認を経て名称変更を定める

（第21条～第30条関係）



【要件】 東京圏との同時被災の可能性が低いこと

 （政令イメージ） 首都直下地震緊急対策区域及び富士山の火山災害警戒地域のいずれにも該当しないこと

≪参考≫「副首都」の要件 ≪東京圏との同時被災の可能性が低い≫

対策区域等 東京への影響 大阪への影響

首都直下

地震

(今後３０年間の

発生確率：

７０％程度）

令和７年１月１日

評価結果

首都直下地震緊急対策区域

• 茨城県、栃木県、群馬県、

山梨県、長野県、静岡県 の一部

• 埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県 の全域

• 東京都内で最大震度７

• 電力供給能力が５割程度に低下し、広域で停電が発生

最悪の場合1週間程度復旧せず

• 鉄道においても１週間～２か月程度運航できない可能性

• 主要道路の開通に少なくとも１～２日、

一般道においても激しい交通渋滞が継続

政府の被害想定では

西側は静岡県までであり、

地震における大阪への

直接的な影響はない

富士山

噴火

富士山の火山災害警戒地域

• 神奈川県、山梨県、静岡県

の一部

東京都内で降灰の影響により

• 降雨時には停電の可能性

• 地上路線の運航停止の可能性がある

• 二輪駆動車が走行不能の可能性がある

実際に起こった宝永噴火

のケースを参考にすると、

降灰による大阪への

直接的な影響はない

≪大規模災害における東京と大阪への影響≫
【出典】中央防災会議「首都直下地震の被害想定と対策について（報告書）」、

「大規模噴火時の広域降灰対策について」の資料をもとに作成
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≪国出先機関の配置と長の号俸≫

【要件】 行政に係る首都中枢機能を代替する機能を十分発揮するため、国の行政機構の立地の状況について政令で定める要件を備えること

 （政令イメージ） 国の出先機関について、一定の出先機関の立地 

≪参考≫「副首都」の要件 ≪国の行政機構の立地の状況≫

機関
名

市名

外務省 総務省 法務省 財務省 厚生労働省 農林水産省 経産省 国土交通省 環境省 防衛省

分
室

管
区
行
政

評
価
局

総
合

通
信
局

法
務
局

出
入
国
在

留
管
理
局

財
務
局

税
関

国
税
局

厚
生
局

都
道
府
県

労
働
局

農
政
局

森
林

管
理
局

経
済

産
業
局

地
方

整
備
局

地
方

運
輸
局

地
方

航
空
局

管
区

気
象
台

管
区
海
上

保
安
本
部

地
方
環
境

事
務
所

地
方

防
衛
局

札幌 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

仙台 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎

さいたま ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特別区 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

横浜 ○ ◎ ◎ ○

新潟 ○ ○ ○ ◎

名古屋 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○

京都 △ ○

大阪 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

神戸 ○ △ △ ◎

岡山 △ ○ ○

広島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

高松 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○

福岡 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

北九州 ○ ◎

熊本 ◎ ○ ○ △ ○ ◎ ◎

(注)表中の ◎○△ は、同一機関における長の号俸の高低を示す（◎＞○＞△）

【出典】 第６回 国への働きかけに向けた副首都化を後押しする仕組みづくりに関する意見交換会（2024年３月１日）

資料をもとに作成
8※本庁等の立地 京都：文化庁（本庁） 徳島：消費者庁新未来創造戦略本部（恒常的拠点）



【要件】 経済及び人口の集積の状況について政令で定める要件を備えること

 (政令イメージ) 経済集積 （県内ＧＤＰが一定規模）、人口集積 （一定規模の人口）

≪参考≫「副首都」の要件 ≪経済及び人口の集積の状況≫

≪都市の集積状況 （GDP・人口）≫
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都道府県 名目GDP

１ 東京都 120.22

２ 大阪府 43.12

３ 愛知県 43.08

４ 神奈川県 35.16 

５ 埼玉県 24.67

６ 兵庫県 23.46

７ 千葉県 21.41

８ 北海道 20.89

９ 福岡県 20.19

１０ 静岡県 18.27
出典：内閣府「県民経済計算」

GDP

（2022年度） 単位：兆円

人口

都道府県 人口

１ 東京都 14,003 

２ 神奈川県 9,203 

３ 大阪府 8,772 

４ 愛知県 7,484 

５ 埼玉県 7,374 

６ 千葉県 6,312 

７ 兵庫県 5,394 

８ 福岡県 5,087 

９ 北海道 5,045 

１０ 静岡県 3,576 

単位：千人

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

（2025年）

指定都市 人口

１ 横浜市 3,753

２ 大阪市 2,779

３ 名古屋市 2,303

４ 札幌市 1,956

５ 福岡市 1,608

６ 川崎市 1,535

７ 神戸市 1,494

８ 京都市 1,374

９ さいたま市 1,351

１０ 広島市 1,174

単位：千人（2025年）

※ 網掛け部分は、東京圏との同時被災の可能性が高い地域（首都直下地震及び富士山噴火の対策区域等に該当）



【要件】 副首都が担う機能を十分発揮するために必要な地方行政体制について政令で定める要件を備えること。 

 （政令イメージ） ①「政令市＋県」（連携協約等）、②特別区の設置 ※制度化された場合は、「特別市」 

≪参考≫「副首都」の要件 ≪地方行政体制≫

≪地方行政体制（政令イメージ）≫
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「政令市＋県」
（連携協約等）

• 「連携協約等」について、対象事務の範囲や手法等に幅があり、詳細は政令を待たざるを
得ない

• 要件（＝副首都が担う機能を十分発揮するために必要な地方行政体制）と、政令イメージ
（＝「特別区の設置」及び「特別市」に並ぶもの）からすると、連携協約を結んだうえで、地
方自治法に基づく事務委託や事務の代替執行等により、政令指定都市の広域事務の全部
又は一部を道府県が処理すること等が想定される

特別区の設置
• いわゆる「大都市法」に基づく都区制度

• 広域行政一元化の手法として、制度的に安定性があると考えられる

特別市

• 特別市については、未だ制度化されていない

• 第34次地方制度調査会において、今後の社会経済情勢を見据えた大都市制度のあり方
として、いわゆる「特別市」の制度化による垂直的な統合についても議論される予定

①

②



国家社会機能継続性確保施策及び副首都の整備に係る施策の推進に関する法律(1/13) 

目次

第一章 総則（第一条－第八条）

第二章 基本方針（第九条－第十一条）

第三章 基本的施策（第十二条－第十七条）

第四章 副首都の指定等（第十八条－第二十条）

第五章 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部（第二十一条－第三十条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規模災害（以下単に「大規模災害」という。）に備えて、副首都の整

備に係る施策その他国家社会機能の継続性が確保された国土の形成を図るための施策（以下「国家社会機能継続性確保施策」という。）に関し、基

本理念を定め、国の責務等を明らかにし、基本方針の策定その他基本となる事項を定め、及び副首都の指定等について定めるとともに、国家社会

機能継続性確保施策・副首都整備推進本部を設置すること等により、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策を総合的かつ

計画的に推進し、もって公共の福祉の確保並びに国民生活の向上及び多極分散型経済圏の形成を通じた我が国経済の成長に資することを目的と

する。

（定義）

第二条 この法律において「国家社会機能」とは、我が国の政治、行政、司法及び経済に関する機能その他の国家及び社会の重要な機能をいう。

２ この法律において「首都中枢機能」とは、東京圏（首都直下地震対策特別措置法（平成二十五年法律第八十八号）第二条第一項に規定する東京圏

をいう。以下この条及び第十四条第二項において同じ。）における国家社会機能のうち中枢的なものをいう。

３ この法律において「首都中枢機能代替地域」とは、大規模災害が発生し、東京圏において首都中枢機能を維持することが困難となった場合に、必

要に応じて、一定期間、首都中枢機能の一部を代替する機能を担う地域（東京圏との同時被災の可能性が低いものとして政令で定める要件に該当

する地域に限り、副首都の区域を除く。）をいう。 11
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４ この法律において「副首都」とは、大規模災害が発生し、東京圏において首都中枢機能を維持することが困難となった場合に、必要に応じて、一定

期間、首都中枢機能の全部又は大部分を代替する機能を担うとともに、多極分散型経済圏の形成の中核となる機能をも担う道府県として、第十八

条第一項の規定により指定された道府県をいう。

５ この法律において「多極分散型経済圏の形成」とは、人口及び経済に関する機能が特定の圏域に過度に集中することなく国土全体にわたり適正に

配置され、それぞれの圏域が有機的に連携しつつその特性を生かして発展している国土を形成することをいう。

（基本理念）

第三条 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の推進は、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資す

る国土強靱化基本法（平成二十五年法律第九十五号。第十条において「国土強(じん)化基本法」という。）第九条第五号に規定する脆(ぜい)弱性評

価（第二十二条第三項において単に「脆弱性評価」という。）その他の国家社会機能の継続性が確保された国土の形成の推進に関し必要な評価の結

果を考慮して行われるものとする。

２ 国家社会機能継続性確保施策の推進は、国家社会機能が特定の地域に過度に集中したことによる弊害を克服するため、国家社会機能の特定の

地域への集積による効果にも留意しつつ、国土全体にわたって人口及び国家社会機能が分散的に配置されるように行われるものとする。

３ 国家社会機能継続性確保施策の推進は、首都中枢機能代替地域における首都中枢機能の代替性の確保のために必要な機能の整備及び分散的な

配置を通じて行われるものとする。

４ 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の推進は、大規模災害が発生した場合における地方公共団体の業務及び民間事業

者等の事業の継続について、地方公共団体及び民間事業者等が行う主体的かつ積極的な取組を尊重しつつ支援することを通じて行われるものと

する。

５ 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の推進は、大規模災害が発生した場合における我が国の政治、行政、司法、経済等

の活動を持続可能なものとするため、情報通信技術（デジタル社会形成基本法（令和三年法律第三十五号）第二条に規定する情報通信技術をいう。

第十二条において同じ。）その他の先端的な技術の活用を図りつつ、多重性及び代替性が確保された交通通信体系が整備された国土の形成を目指

して行われるものとする。

６ 副首都の整備に係る施策の推進は、副首都が首都中枢機能の全部又は大部分を代替する機能及び多極分散型経済圏の形成の中核となる機能を

果たすことにより我が国経済の成長に資することとなるよう、次に掲げる事項を旨として行われるものとする。

一 副首都の区域内における産業競争力の強化、経済活動の拠点の形成等を図ること。 12
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二 副首都の区域に係る交通網の整備その他の副首都の区域に係る都市の基盤の整備を図ること。

三 副首都の区域内における国の機関等（国の機関、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立

行政法人をいう。第二十七条第一項において同じ。）及び特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為を

もって設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第一項第八号の規定の適用を受けるものをいう。第二十七条

第一項において同じ。）をいう。以下同じ。）の拠点の整備その他の国の機関等の機能の強化を図ること。

四 副首都の区域を含む圏域を発展させるために必要な副首都と当該圏域内の他の地方公共団体との連携を図ること。

（国の責務）

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策を総合的か

つ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 国の関係行政機関は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策が効果的かつ効率的に実施されるよう、相互に連携を図り

ながら協力しなければならない。

（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、国が実施する副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続

性確保施策に協力するよう努めなければならない。

（民間事業者等の責務）

第六条 民間事業者等は、基本理念に配意してその事業を行うとともに、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策に協力する

よう努めなければならない。

（関係者相互の連携及び協力）

第七条 国、地方公共団体、民間事業者等その他の関係者は、基本理念の実現を図るため、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保

施策の推進に関し、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。 13
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（法制上の措置等及び国会に対する報告）

第八条 政府は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措

置を講じなければならない。

２ 政府は、毎年、国会に、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の実施の状況を報告しなければならない。

第二章 基本方針

（基本方針）

第九条 政府は、基本理念にのっとり、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本

的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の意義及び目標に関する事項

二 人口及び国家社会機能の分散的な配置に関する基本的な事項

三 首都中枢機能代替地域に関する基本的な事項で次に掲げるもの

イ 首都中枢機能代替地域が担うべき機能に関する事項

ロ 首都中枢機能代替地域における首都中枢機能の代替性の確保のために必要な機能の整備及び分散的な配置に関する事項

ハ 首都中枢機能代替地域がその機能を担うために必要な体制の整備の支援に関する事項

四 大規模災害が発生した場合における地方公共団体の業務の継続のために必要な体制の整備の支援に関する基本的な事項

五 民間の事業所等の国土全体にわたる分散的な配置の促進その他大規模災害が発生した場合における民間事業者等の事業の継続のために必要

な体制の整備の支援に関する基本的な事項

六 相互に代替性のある交通手段の確保及び情報の流通の円滑化、高度情報通信ネットワークその他の通信体系の充実に関する取組を通じた多重

性及び代替性が確保された交通通信体系の整備に関する基本的な事項

七 副首都に関する基本的な事項で次に掲げるもの

イ 副首都が担うべき機能に関する事項

ロ 副首都の区域に係る都市の基盤の整備その他の副首都の整備に関する事項 14
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ハ 副首都がその機能を担うために必要な体制の整備の支援に関する事項

ニ 副首都を中核とした多極分散型経済圏の形成に関し必要な副首都における経済基盤の強化に関する事項

八 第十八条第一項の規定により指定された副首都ごとの整備に関する基本的な事項

九 前各号に掲げるもののほか、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の推進のために必要な事項

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案につき閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。

５ 政府は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の実施状況を踏まえ、必要に応じて、基本方針の見直しを行い、必要な変

更を加えるものとする。

６ 第三項及び第四項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（基本方針と国の他の計画との関係）

第十条 国土強靱化基本法第十条第一項に規定する国土強靱化基本計画その他の国の計画は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続

性確保施策に関しては、基本方針を基本とするものとする。

（基本方針に基づく施策の実施に関する勧告）

第十一条 内閣総理大臣は、基本方針に基づく施策の実施について調整を行うため必要があると認める場合においては、関係行政機関の長に対し、

必要な勧告をすることができる。

第三章 基本的施策

（人口及び国家社会機能の分散的配置）

第十二条 国及び地方公共団体は、国土全体にわたって人口及び国家社会機能が分散的に配置されるようにするため、人口及び国家社会機能が過

度に集中した地域から他の各地域への移住等をしようとする者への情報の提供及び便宜の供与、地域における大学の振興、地域の特性を生かした

創業の促進及び地域における事業活動の活性化による若者の雇用機会の創出、情報通信技術を活用した行政の推進その他の必要な施策を講ずる

ものとする。 15
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（首都中枢機能代替地域の機能の十分な発揮）

第十三条 国は、首都中枢機能代替地域がその機能を十分発揮することができるようにするため、首都中枢機能を代替する上で国の機関等に必要

とされる機能の整備、官民データ（官民データ活用推進基本法（平成二十八年法律第百三号）第二条第一項に規定する官民データをいう。）の円滑な

流通の確保を図るために必要な基盤の整備、民間の事業所等の首都中枢機能代替地域への移転等に係る投資を促進するために必要な税制上の措

置その他の必要な施策

を講ずるものとする。

（地方公共団体の業務及び民間事業者等の事業の継続）

第十四条 国及び地方公共団体は、大規模災害が発生し、地方公共団体が当該大規模災害により被害を受けた場合であっても、当該地方公共団体の

業務を処理するために利用できる資源が限られている状況において優先的に処理すべき業務を継続して処理することができるようにするため、必

要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、東京圏において大規模災害が発生し、民間事業者等が当該大規模災害により被害を受けた場合であっても、その事業を

継続して行うことができるようにするため、民間の事業所等の国土全体にわたる分散的な配置の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

（交通通信体系の機能の低下の抑制及びその迅速な回復）

第十五条 国及び地方公共団体は、大規模災害が発生した場合における交通通信体系の機能の低下の抑制及びその迅速な回復を図るため、交通の

機能の速やかな復旧を図るための関係者相互間の連携の確保、災害時において一時に多数の者の避難のための移動が生じ得ることを踏まえた交

通手段の整備、高度情報通信ネットワークの利用のための基盤の整備その他の交通通信体系の整備のために必要な施策を講ずるものとする。

（地方公共団体等に対する支援）

第十六条 国は、地方公共団体その他の者が行う副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策に関する取組を支援するため、情報

の提供その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（国民の理解の増進）

第十七条 国は、広報活動等を通じて副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策に関する国民の理解を深めるよう努めるものと

する。 16
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第四章 副首都の指定等

（副首都の指定）

第十八条 内閣総理大臣は、第二条第三項の要件及び次に掲げる要件のいずれにも該当する地域を含む道府県について、副首都として指定するも

のとする。

一 行政に係る首都中枢機能を代替する機能を十分発揮するため、国の行政機構の立地の状況について政令で定める要件を備えていること。

二 多極分散型経済圏の形成の中核となる機能を十分発揮するため、人口及び経済の集積の状況について政令で定める要件を備えていること。

三 副首都が担う機能を十分発揮するために必要な地方行政体制について政令で定める要件を備えていること。

２ 前項の規定による指定（以下この条及び第二十条第三項において単に「指定」という。）は、道府県からの申出に基づいて行うものとする。この場

合において、当該申出をしようとする道府県は、あらかじめ、当該道府県の議会の議決を経なければならない。

３ 内閣総理大臣は、指定の処分をしたときは、遅滞なく、その旨を官報で告示しなければならない。

４ 指定の処分は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。

５ 内閣総理大臣は、第二項の申出をした道府県について、指定をしないこととしたときは、遅滞なく、その旨を当該道府県に通知しなければならな

い。

６ 内閣総理大臣は、指定に係る地域が第二条第三項の要件及び第一項各号に掲げる要件のいずれかに該当しなくなったと認めるときは、当該指定

に係る副首都の意見を聴いて、当該指定を解除することができる。この場合においては、第三項及び第四項の規定を準用する。

７ 前各項に定めるもののほか、指定及びその解除に関し必要な事項は、内閣府令で定める。

（副首都の機能の十分な発揮）

第十九条 国は、副首都がその機能を十分発揮することができるようにするため、第十三条に規定する施策を副首都について講ずるほか、首都中枢

機能の代替のための国の機関等の拠点の整備、交通施設の整備及び都市機能の増進に寄与するまちづくりの推進に必要な施策を講ずるとともに、

必要な規制緩和の推進、民間投資を促進するために必要な税制上の措置、民間の資金、経営能力及び技術的能力の積極的な活用等に必要な施策

を講ずるものとする。

17
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（副首都整備方針）

第二十条 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部は、副首都ごとに、基本方針に即して、当該副首都の総合的かつ計画的な整備に関す

る方針（以下この条及び第二十二条第一項第四号において「副首都整備方針」という。）を定めなければならない。

２ 副首都整備方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 副首都の整備の目標

二 副首都の区域内における産業競争力の強化、経済活動の拠点の形成等を通じた我が国経済の成長に関する事項

三 副首都の区域に係る交通網の整備その他の副首都の区域に係る都市の基盤の整備に関する事項

四 副首都の区域内における国の機関等の拠点の整備その他の国の機関等の機能の強化に関する事項

五 副首都の区域を含む圏域を発展させるために必要な副首都と当該圏域内の他の地方公共団体との連携に関する事項

六 前各号に掲げるもののほか、副首都の整備に関し必要な事項

３ 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部は、副首都整備方針を作成しようとするときは、あらかじめ、当該副首都整備方針に係る副首

都（当該副首都整備方針に係る道府県でまだ指定の処分の効力が生じていないものを含む。以下この項において同じ。）の長の意見を聴き、その意

見を尊重しなければならない。この場合において、当該副首都の長は、当該副首都整備方針の案の内容となるべき事項を申し出ようとするときは、

当該副首都に係る地域防災計画（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条第十号に規定する地域防災計画をいう。）その他当該

副首都の整備に関係する計画を考慮するものとする。

４ 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部は、副首都整備方針を作成しようとするときは、関係地方公共団体の意見を聴くものとする。

５ 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部は、副首都整備方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、副首都及び関係地

方公共団体に送付しなければならない。

６ 前三項の規定は、副首都整備方針の変更について準用する。

第五章 国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部

（設置）

第二十一条 副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策を総合的かつ計画的に推進するため、内閣に、国家社会機能継続性確保

施策・副首都整備推進本部（以下「本部」という。）を置く。 18
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（所掌事務）

第二十二条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 基本方針の案の作成及び基本方針に基づく施策の実施の推進に関すること。

二 基本方針に基づく施策の実施状況の総合的な検証に関すること。

三 関係行政機関が基本方針に基づいて実施する施策の総合調整に関すること。

四 副首都整備方針の作成及び副首都整備方針に基づく施策の実施の推進に関すること。

五 前各号に掲げるもののほか、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整に関

すること。

２ 本部は、基本方針の案を作成しようとするときは、必要に応じて、都道府県、市町村及び学識経験を有する者の意見を聴くものとする。

３ 本部は、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策の推進を図る上で必要な事項を明らかにするため、脆弱性評価その他の

国家社会機能の継続性が確保された国土の形成の推進に関し必要な評価の結果を考慮して、基本方針の案を作成しなければならない。

４ 前二項の規定は、基本方針の変更の案の作成について準用する。

（組織）

第二十三条 本部は、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部長、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進副本部長及び国家社会

機能継続性確保施策・副首都整備推進本部員をもって組織する。

（国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部長）

第二十四条 本部の長は、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣をもって充てる。

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。

19
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（国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進副本部長）

第二十五条 本部に、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進副本部長（次項及び次条第二項において「副本部長」という。）を置き、内閣官房

長官及び国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進担当大臣（内閣総理大臣の命を受けて、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継

続性確保施策に関し内閣総理大臣を助けることをその職務とする国務大臣をいう。）をもって充てる。

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。

（国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部員）

第二十六条 本部に、国家社会機能継続性確保施策・副首都整備推進本部員（次項において「本部員」という。）を置く。

２ 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。

（資料の提出その他の協力）

第二十七条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人

（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。）の長並びに特殊法人の代表者に対して、

資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。

２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することが

できる。

（事務局）

第二十八条 本部に、その事務を処理させるため、事務局を置く。

２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。

３ 事務局長は、本部長の命を受けて、局務を掌理する。

20
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（主任の大臣）

第二十九条 本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。

（政令への委任）

第三十条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日（次条及び附則第三条第一項において「施行日」とい

う。）から施行する。

（基本方針の策定時期）

第二条 基本方針は、施行日から一年以内に定めるものとする。

（集中的な推進等）

第三条 政府は、施行日から令和十三年三月三十一日までの間（次項において「集中推進期間」という。）、副首都の整備に係る施策その他国家社会

機能継続性確保施策を集中的に推進するものとする。

２ 政府は、集中推進期間が経過した場合において、副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確保施策について、集中推進期間における

その実施状況の検証を行い、国会に報告するとともに、その結果を引き続き講じようとする副首都の整備に係る施策その他国家社会機能継続性確

保施策に十分に反映させなければならない。

（国会及び裁判所に係る首都中枢機能の代替性の確保の在り方についての検討等）

第四条 国会及び裁判所に係る首都中枢機能の代替性の確保の在り方については、この法律の趣旨及び内容、国会及び裁判所の地位及び権能等を

踏まえ、国会及び裁判所において、それぞれ検討が行われるものとする。 21
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２ 政府は、前項の規定による検討の結果を基本方針に適切に反映させるものとする。

（本部についての検討）

第五条 本部については、この法律の施行後五年を目途として総合的な検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講じられるものとする。

（内閣府設置法の一部改正）

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。

第四条第三項第三号の七の次に次の一号を加える。

三の八 国家社会機能継続性確保施策及び副首都の整備に係る施策の推進に関する法律（令和八年法律第七十八号）第十八条第一項に規定する

副首都の指定に関すること。

（大都市地域における特別区の設置に関する法律の一部改正）

第七条 大都市地域における特別区の設置に関する法律（平成二十四年法律第八十号）の一部を次のように改正する。

第一条中「手続」の下に「、特別区を設ける道府県の名称を変更するための手続」を加える。

第二条第三項中「第十二条及び第十三条」を「第十三条及び第十四条」に改める。

第十四条を第十五条とする。

第十三条中「同一道府県」の下に「（第十一条第一項の規定による処分によりその名称が変更されたものを含む。以下同じ。）」を加え、同条を第十

四条とする。

第十二条の前の見出しを削り、同条を第十三条とし、同条の前に見出しとして「（特別区を包括する道府県における特別区の設置の特例）」を付す

る。

第十一条第一項中「一の道府県」の下に「（前条第一項の規定による処分によりその名称が変更されたものを含む。以下同じ。）」を加え、同条を第

十二条とする。

第十条の次に次の一条を加える。
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（特別区包括副首都の名称変更の特例）

第十一条 地方自治法第三条第二項の規定にかかわらず、特別区を包括する道府県であって副首都（国家社会機能継続性確保施策及び副首都の

整備に係る施策の推進に関する法律（令和八年法律第七十八号）第二条第四項に規定する副首都をいう。）であるもの（以下この条において「特別

区包括副首都」という。）の名称の変更（道府県を都とする変更に限る。）は、当該特別区包括副首都の申請に基づき、内閣が国会の承認を経てこ

れを定めることができる。

２ 前項の申請については、特別区包括副首都の議会の議決を経なければならない。

３ 第一項の申請は、総務大臣を経由して行うものとする。

４ 第一項の規定による処分があったときは、総務大臣は、直ちにその旨を告示しなければならない。

５ 第一項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。

６ 第九条第一項の規定により行われた処分に係る道府県であって、副首都の指定（国家社会機能継続性確保施策及び副首都の整備に係る施策の

推進に関する法律第十八条第一項の規定による指定をいう。）の処分を受けたもののうち、これらの処分の一方又は双方の効力が生じていない

ものは、特別区包括副首都とみなして、前各項の規定を適用する。この場合において、前項中「生ずる」とあるのは、「生ずる。ただし、第九条第一

項の規定による処分及び次項に規定する副首都の指定の処分が効力を生ずるまでの間は、その効力を生じない」とする。
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